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2017年度設備投資計画調査の概要

２０１７年８月２日

産業調査部

製造業が牽引し、６年連続の増加

～ 生産効率化やインバウンド対応の投資が広がる ～

１．調査内容

（１）設備投資計画調査

1956年より開始。国内単体および国内外連結の設備投資（業種別動向、投資動機等）を分析し、わが国産業

の設備投資の基本的動向を把握することを目的とする。

（２）企業行動に関する意識調査（特別アンケート）

足元の重要テーマについて、各企業の意識や見通し等を調査。

今年度は、有形固定資産投資の他、研究開発やＭ＆Ａなどを含めた企業にとっての「広義の投資」や企業の

事業継続マネジメントの取り組み等について調査した。

２．調査の対象企業

資本金10億円以上の民間法人企業。

（ただし、金融保険業を除く。なお、地域別設備投資動向のみ資本金１億～10億円未満の企業も含む。）

３．調査時期

2017年6月26日（月）を期日として実施。

４．回答状況（調査対象社数3,127社）

国内設備投資回答社数：2,033社（回答率65.0％）

海外設備投資回答社数：947社（回答率30.3％）、特別アンケート回答社数：1,211社(回答率38.7％)

５．調査結果詳細

http://www.dbj.jp/investigate/equip/index.html に掲載

1

調査概要



2

目次

調査結果要旨

１．国内設備投資動向

２.「広義の投資」への取り組み

2-1.「広義の投資」の考え方

2-2. 人的投資、人材育成の取り組み

2-3. 研究開発の取り組み

2-4. 海外設備投資と海外での事業活動

2-5. Ｍ＆Ａの取り組み

2-6. 情報化投資

３.成長力・競争力強化に向けた取り組みほか

3-1. 成長力・競争力強化に向けた取り組み

3-2. 主要非製造業の課題と設備投資

3-3. 事業継続マネジメントの取り組み

（参考）

１．大企業（資本金10億円以上）の2017年度国内設備投資額は製造業（14.2％増）、非製造業（9.5％増）と

もに増加し、全産業で11.2％増と６年連続の増加となる。

２．今回調査に基づく2017年度の国内設備投資の特徴

①製造業（14.2％増）は、化学や非鉄金属などで部材、素材の投資が増加するほか、一般機械や輸送用機

械、鉄鋼などで生産設備の集約化や更新も含む生産効率化のための投資が続く。

②非製造業（9.5％増）は、運輸、不動産、サービスなどで東京オリンピック・パラリンピックも見据え

たインバウンド対応の投資が続くほか、卸売・小売などでは人手不足に対応した投資も増加する。

３．企業行動に関する意識調査では昨年に続き国内有形固定資産投資のほか、海外有形固定資産投資や研究開

発、Ｍ＆Ａ、人的投資などの「広義の投資」等をテーマに調査を行った。

人的投資では、今後、育成が重要になる人材として、製造業では国際人材、非製造業では営業等の専門人

材との回答が多かった。人手不足対応策では、製造業、非製造業ともに、ＡＩやＩｏＴの活用による生産

性向上との回答が足元では低い一方、５年先で高くなった。研究開発では、基礎研究は中央研究所等が重

要な一方、開発研究は製造現場での研究が重要との回答が多かった。Ｍ＆Ａでは、国内と海外を合わせる

と約３割の企業がＭ＆Ａに積極的と回答したが、過去のＭ＆Ａの結果として海外では約半数、国内でも４

割の企業が損失計上の経験があると回答。情報化投資ではＩｏＴ等を活用または活用を検討しているとの

回答が昨年度調査からやや増加して、製造業、非製造業ともに約４割となった。

事業継続マネジメント（ＢＣＭ）では、８割の企業が事業継続計画を策定していると回答するなど、東日

本大震災以降の企業のＢＣＭへの意識の高まりを示唆する結果となったが、機関投資家などに対して情報

開示している企業は２割にとどまった。
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1. 国内設備投資動向
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1-1．国内設備投資動向（全体像）
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図表1-1-①. 2016、17年度の国内設備投資動向 図表1-1-②. 設備投資増減率推移(1990～2017年度）

（注）日本政策投資銀行「設備投資計画調査」より作成

（以下、注記のない図表はすべて同じ）

（前年比、％）

製造業

非製造業

全産業

【計画】

17
【計画】

16
【実績】

生産効率化やインバウンド対応の投資が広がり、６年連続の増加

 製造業は、化学や非鉄金属などで部材、素材の投資が増加するほか、一般機械や輸送用機械、鉄鋼などで
生産設備の集約化や更新も含む生産効率化のための投資が続く。

 非製造業は、運輸、不動産、サービスなどで東京オリンピック・パラリンピックも見据えたインバウンド
対応の投資が続くほか、卸売・小売などでは人手不足に対応した投資も増加する。

製造業
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1-2．計画・実績比較
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 計画の見直しや精査、工期の遅れ等があるため、当初計画の中には計画通り実施されないプロジェクトが
あり、当年度期中の計画値は実績に向けて下方修正される「くせ」がある。

図表1-2-①. 設備投資増減率の計画と実績（全産業）

2011～16年度の平均

図表1-2-②. 当年計画の実現率（全産業）
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【製造業】 【非製造業】

図表1-3. 設備投資増減率修正パターン（計画→実績）
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1-4．設備投資の2016年度実績が計画を下回った理由

図表1-4. 2016年度の実績値が当初計画を下回った理由

 製造業、非製造業とも当初計画に余裕を持たせていたり、内容の精査や見直しによって、実績が計画を下
回るケースが多いほか、工期の遅れも目立つ。

（有効回答社数比、％）

（注）３つまでの複数回答、計画を下回ったと回答した企業のみの集計

(1)製造業

①足元の収益下振れ

②事業環境の先行き不透明感増大

③中長期的な期待収益率の下振れ

④顧客要請による投資計画の変更

⑤当初計画に余裕を持たせていた

⑥投資内容の精査、無駄の見直し

⑦工期の遅れ

⑧工事費高騰に伴う縮小、取りやめ

⑨資金調達環境の悪化

⑩その他

（有効回答社数比、％）
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1-5． 設備投資／キャッシュフロー比率と売上高、経常損益Ｄ.Ｉ.
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 国内設備投資は、引き続きキャッシュフローの範囲内にとどまるものの、2016年度実績では、全産業の設備
投資／キャッシュフロー比率はやや上昇した。

 17年度の経常損益Ｄ.Ｉ.は引き続きプラスとなり、企業収益は高水準のなかで増益基調が続いている。

設備投資／キャッシュフロー比率がやや上昇

（注）キャッシュフロー＝経常利益÷２＋減価償却費
（法人税の実効税率を50％とみなし、簡便法として計算）

全産業

製造業

売上高Ｄ.Ｉ. 経常損益Ｄ.Ｉ.

2016年度
実績
1,064社

2017年度
計画
1,321社

2016年度
実績
1,064社

2017年度
計画
1,321社

全 産 業 ▲4.6 29.2 9.5 5.2

製造業 ▲21.4 30.8 4.4 16.6

非製造業 7.9 28.0 13.3 ▲3.5

(％ポイント)

(注)売上高Ｄ.Ｉ.、経常損益Ｄ.Ｉ.＝

（「増収・増益」回答数－「減収・減益」回答数）
有効回答数

非製造業

（年度）

図表1-5-①. 設備投資／キャッシュフロー比率の推移 図表1-5-②. 売上高、経常損益Ｄ.Ｉ.

【実績】
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1-6．2017年度計画（スカイライングラフ）
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鉄鋼
10.6%

一般機械
22.1%

電気機械
▲3.3%

輸送用機械
7.3%

その他
12.1%

建設
▲0.6%

卸売・小売
13.1%

不動産
23.3%

運輸
13.8%

通信・情報
2.1%

その他
▲0.5%

（前年比、％）

（非製造業に占める構成比、％）

図表1-6. 主要業種による業種別増減率・構成比のスカイライングラフ（2017年度計画）

紙・パルプ
22.7%

化学
19.8%

食品
23.4%

製造業平均
14.2％

非製造業平均
9.5％

サービス
28.4%

非鉄金属
57.1%

精密機械
21.5%

（注）数字は2017年度対前年度増減率。面積が大きいほど、全体への寄与が大きい

（前年比、％）

（製造業に占める構成比、％）

1-7．製造業の設備投資動向①
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図表1-7. 2017年度計画における増加寄与の大きい業種（製造業）

化学、一般機械などが牽引

 製造業では、電気機械が減少するものの、化学や一般機械など多くの業種で二桁増の計画。

 ウェイトの大きい輸送用機械は、これまで増加基調が続いてきたこともあり、製造業の平均を下回る伸び
にとどまるが、モデルチェンジ対応や生産体制の再構築などにより６年連続で増加する。

（％） 伸び率 構成比 増減要因

①化学 19.8 15.1
自動車や電子・電池向けの部材、素材
研究開発投資

②一般機械 22.1 12.9
航空機、自動車や産業用ロボット向けの能力増強
生産効率化への取り組み等

③輸送用機械 7.3 24.0
新世代技術を活用したモデルチェンジ対応
国内生産体制の再構築

製造業全体 14.2

参考：電気機械 ▲ 3.3 9.9 大規模な工場建設が終了

（注）構成比は2016年度実績の製造業全体に対する比率



1-8. 製造業の設備投資動向②

12

生産効率化、生産基盤強化と研究開発機能の動き

 製造業では、競争力を高めるため、維持・補修投資も含む（１）生産効率化、生産基盤強化のための投資
や（２）研究開発に関わる投資がみられ、幅広い業種で設備投資が増加する。

（１）生産効率化や生産基盤強化 （２）研究開発

資
本
財

電気機械：自動車、産業ロボ向け

一般機械：生産効率化への取り組み、自動車、産業ロボ向け

一般機械：ロボット関連

素
材
・
部
材

中
間
財

化 学：電子・電池材料

鉄 鋼：コークス炉改修

非 鉄：自動車、電子機器向け等増産投資

化 学：研究開発施設整備

電気機械：IoT、AIへの取り組み

最
終
需
要

自 動 車：新世代モデルチェンジ対応、国内生産体制再構築

一般機械：航空関連

食 品：乳製品、加工食品

精密機械：医療用機器

石 油：流通設備整備等

自 動 車：自動運転支援開発

一般機械：航空宇宙

精密機械：研究開発施設整備

図表1-8. 製造業の2017年度計画のポイント
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航空機関連投資は、2016年度は４割近い増加

1-9. 製造業の航空機関連設備投資

図表1-9-①. 2016年度に航空機関連設備投資を実施した社数

 航空機関連の設備投資を実施したと回答した企業は30社あり、うち11社では金額も回答があった。金額の
回答があった11社合計では2016年度に前年比42.0％増となった後、17年度は反動減となるが15年度の実績
と比較すると高水準を見込んでいる。

（社数）
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図表1-9-②. 航空機関連企業の設備投資
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1-10. 製造業の投資動機（比率）
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図表1-10. 投資動機ウェイトの推移（製造業）

維持・補修が過去最高水準を更新

 「能力増強」のウェイトが、現項目での調査を開始した1986年度以降の最低となるほか、「新製品・製品
高度化」のウェイトも低下する。一方、「維持・補修」は、主力工場における施設更新等、生産効率化・
基盤強化などの投資も含まれ、過去最高のウェイトとなる。

（注）全体設備投資額に対する各投資動機の金額ウェイト

（年度） （％）

研究
開発

新製品・
製品高度化

能力増強 合理化
省力化

維持・補修 その他
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1-11. 製造業の投資動機（水準）
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図表1-11. 投資動機別の設備投資推移（製造業）

 設備投資の増加が続くなか、構成比が
低下した投資動機の投資も、水準とし
ては上昇基調にある。

 なかでも「維持・補修」は水準でみて
も2005年度以降で最も高い。

 構成比としては調査開始以来最低とな
った能力増強でも、水準としては2013
年を底に増加基調にある。

（年度）

（2005年総額＝100）

計画

（2005年総額＝100）

製造業設備投資全体
（左目盛）

（注）2005年度の製造業全体の設備投資額を100とし
た指数。いずれの年度においても、各投資動機の
設備投資指数（右目盛）を合計すると、製造業全
体の設備投資額指数に一致する。



⑤その他

②能力増強投資
が必要

①維持・補修投資
の増額が必要

③維持・補修投資
が行き届き、
生産能力も充足

④老朽拠点の整理
縮小が必要
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維持・更新投資や能力増強投資の増額が必要との比率が増加

1-12. 製造業の国内主要生産拠点の現況

図表1-12. 製造業の国内生産拠点の総合的な状況に対する認識

 ①維持・補修投資の増額が必要と②能力増強投資が必要がともに上昇し、製造業の設備投資の増加基調継
続を示唆する結果となった。

（構成比、％）

製造業
全体

2016年度

2017年度

42.9 

53.7 

12.3 

14.3 

37.2 

24.8 

6.1 

4.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

【506社】

【488社】

⑤その他

②能力増強投資
が必要

1-13. 製造業の国内主要生産拠点の現況（主要業種）

図表1-13. 製造業の国内生産拠点の総合的な状況に対する認識（業種別）
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電気機械
2016年度
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輸送用機械
2016年度
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その他
2016年度

2017年度

（構成比、％）

①維持・補修投資
の増額が必要

③維持・補修投資
が行き届き、
生産能力も充足

④老朽拠点の整理
縮小が必要
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1-14. 非製造業の設備投資動向①
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鉄道関連や首都圏での大型開発投資が牽引

 非製造業では、運輸や不動産などのインフラ業種が増加するほか、卸売・小売もコンビニエンスストアの
省力化投資などにより増加する。また構成比は小さいもののサービスがインバウンドの取り込みを目的と
したホテルやテーマパークの投資により大きく増加する。

（％） 伸び率 構成比 増減要因

①運輸 13.8 26.3
鉄道の高速化や安全対策、倉庫・貨物運送の物流施設
空港施設拡充

②不動産 23.3 13.6 国際ビジネス拠点・防災機能整備など都心部大型開発

③卸売・小売 13.1 11.5 コンビニ省力化投資等の既存店強化

参考：サービス 28.4 5.7
東京オリンピック・パラリンピックをはじめ訪日客の
取り込みを目的としたホテルやテーマパークの投資

参考：通信・情報 2.1 22.1
次世代超高速無線通信（５Ｇ）に伴う投資は、今後、
段階的に発生する見込み

非製造業全体 9.5

図表1-14. 2017年度計画における増加寄与の大きい業種（非製造業）

（注）構成比は2016年度実績の非製造業全体に対する比率

1-15. 非製造業の設備投資動向②
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インバウンド対応の投資が広がる

 非製造業では、鉄道の高速化や安全防災対策のほか、東京都心部を中心とした不動産開発や各地での物流
施設整備など、運輸関連や不動産が引き続き牽引。

 インバウンド観光客の増加や2020年の東京オリンピック・パラリンピックも見据えたインフラ関連やホテ
ル、テーマパークの投資、人手不足に対応した省力化への取り組みが下支え。

図表1-15. 非製造業の設備投資の背景

人手不足

東京オリンピック・

パラリンピック

人口高齢化

少子化

都市の再生・高機能化 インバウンド観光・対日投資

運輸他

不動産

小売

サービス

鉄道高速化・安全防災対策物流施設、物流システム

都心部開発
国際ビジネス拠点・防災機能整備

コンビニ店舗投資
省力化

雇用の改善
都市インフラの老朽化

安全・防災対策
新興国の経済発展

地方

創生

ホテルの改装・建替
テーマパーク

空港施設拡充
航空機材
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1-16. 製造業の想定為替レート

 製造業の想定為替レートをみると、１ドル＝110～115円を想定する企業が最も多く、次いで105～110円が
多くなっており、平均は109.1円/ドルとなっている。

図表1-16-①.  ドル／円レートの実績

（注）日本銀行「外国為替相場状況」
(17時現在の銀行間取引レートの月中平均)

（月次）年度平均

（円）

円高

図表1-16-②.  製造業の対米ドル想定為替レート

（注）日本政策投資銀行「設備投資計画調査」

（構成比、％）
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294社

参考：対ユーロ想定為替レート

183社、平均レート:１ユーロ=117.4円、最頻値：115円以上120円未満

平均：109.1円/ドル
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【製造業】

○ 食品（22.8％→23.4％）
乳製品・畜産加工品や加工食品の能力増強投資などにより、
増加する。

○ 化学 （7.5％→19.8％）
衛生品関連などの大型投資が一服するものの、自動車や電
子・電池向けの部材、素材が増加するほか、研究開発投資
が引き続き増加することから、４年連続で増加する。

○ 石油 （▲6.3％→20.6％）
製油所における維持補修の増加や流通設備の投資により、
増加する。

○ 鉄鋼 （22.7％→10.6％）
普通鋼でコークス炉の改修が継続することに加え、特殊鋼でも
自動車向け等の設備新設があり、２年連続二桁増となる。

○ 非鉄金属 （3.8％→57.1％）
自動車、電子機器向けの能力増強が広範にみられ、大幅増
となる。

○ 一般機械 （▲0.6％→22.1％）
航空機のほか、自動車や産業用ロボット向けの能力増強に加え、
生産効率化への取り組みも幅広くみられ、大幅増となる。

○ 電気機械 （▲9.1％→▲3.3％）
自動車の電装化や産業用ロボット向け生産設備増強が広範にみ
られるものの、大規模な工場建設が終了し、減少する。

○ 精密機械 （0.7％→21.5％）
研究開発投資が広範にみられるほか、医療用機器の能力増
強投資などにより、引き続き増加する。

○ 自動車 （4.6％→8.9％）
主力工場への最新設備導入など、国内生産体制の再構築や
新世代技術を活用したモデルチェンジ対応が続き、６年連
続で増加する。

【非製造業】

○ 卸売・小売 （1.1％→13.1％）
総合スーパーは出店抑制により減少するものの、コンビニ
の省力化投資等の既存店強化により、引き続き増加する。

○ 不動産 （▲0.5％→23.3％）
国際ビジネス拠点・防災機能整備など都心部大型開発案件
の投資を主体に増加に転じる。

○ 運輸 （▲3.0％→13.8％）
鉄道の高速化工事や不動産開発が増加することに加え、空
港施設の拡充や航空機取得の増加もあり、二桁増となる。

○ 通信・情報 （▲5.1％→2.1％）
情報サービスおよび放送の増加に加え、移動通信ネット
ワーク増強投資があり、増加する。

○ サービス （7.7％→28.4％）
東京オリンピック・パラリンピックをはじめ訪日客の取り
込みを目的としたホテルやテーマパークの旺盛な投資によ
り、３年連続で増加する。

1-17.主要業種の2017年度計画の特色

（注）（ ）内の数字は当該産業の設備投資の増減率
（2016年度→2017年度）を示す。 21



2. 「広義の投資」への取り組み

22

2-1. 「広義の投資」の考え方

23



2-1-1. 未来に向けた企業の取り組み

未来に向けた企業の取り組み

「広義の投資」

将来に亘る企業としての成長、永続、企業価値の向上
に向けた取り組み全般

図表2-1-1. 国内有形固定資産投資とその他の広義の投資
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（兆円）

①国内有形固定資産投資

②海外直接投資

③Ｍ＆Ａ

④無形固定資産投資
（ソフトウェア投資等）

⑤研究開発費

⑥人的投資
金額算定困難のため
グラフ外（年度）

広義の投資

狭義の投資

（注）

①④内閣府

「民間企業資本ストック統計」

②経済産業省

「海外事業活動基本調査」

③レコフ調べ

金額はIn-In、In-Outの合計
Ｍ＆Ａ金額は暦年値

⑤総務省

「科学技術研究調査」
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図表2-1-2.「広義の投資」の優先度

2-1-2. 「広義の投資」に対する取り組み度合い

製造業では、国内有形固定資産投資、研究開発、人的投資が三本柱

 「広義の投資」に対する取り組みでは、製造業では①国内有形固定資産投資、③人的投資、人材育成、④
研究開発が三本柱。最優先は製造業、非製造業ともに①国内有形固定資産投資となっており、これに続く
のが、非製造業では③人的投資、人材育成となっている。
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優先度１

優先度２

優先度３

①国内有形固定資産投資

②海外有形固定資産投資

③人的投資、人材育成

④研究開発

⑤国内Ｍ＆Ａ

⑥海外Ｍ＆Ａ

⑦情報化投資

（構成比、％）
（注）優先順に３つまでの複数回答

（構成比、％）

(1)製造業【489社】 (2)非製造業【663社】
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国内、海外有形固定資産投資はリスク顕在化の場合に下振れリスク

2-1-3. 「広義の投資」の下振れリスク（製造業）

図表2-1-3.広義の投資の下振れリスクとして懸念される要因（製造業）

 (1)国内有形固定資産投資は国内景気や為替、原油・資源価格等が下振れリスクとなっている。また、(2)
海外有形固定資産投資では海外の政治・経済情勢がリスク要因となっている。

（有効回答社数比、％）

（注）優先順に２つまでの複数回答

(1)
国内有形固定
資産投資

(2)
海外有形固定
資産投資
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人的投資、
人材育成

(4)
研究開発

(5)
国内Ｍ＆Ａ

(6)
海外Ｍ＆Ａ

(7)
情報化投資

最大449社
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①国内景気 ②中国経済 ③米政治・経済

④為替動向 ⑤原油、資源価格動向 ⑥その他の国の政治・景気

⑦特にない、不明、他
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国内景気と原油・資源価格が国内有形固定資産投資などのリスク要因

2-1-4. 「広義の投資」の下振れリスク（非製造業）

図表2-1-4.広義の投資の下振れリスクとして懸念される要因（非製造業）

 非製造業では、国内での事業活動が中心の企業が多いなか、国内景気の動向が(1)国内有形固定資産投資
のほか、(3)人的投資、人材育成、(7)情報化投資等、国内での投資活動のリスク要因となっている。

（有効回答社数比、％） 最大580社

（注）優先順に２つまでの複数回答

①

①

①
①

①
⑤⑥

⑦ ⑦ ⑦ ⑦

⑦

⑦



2-2. 人的投資、人材育成の取り組み
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女性社員比率の向上

外国人労働者の育成、採用
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足元では業務改善、５年先との差ではＡＩやＩoＴ活用

2-2-1. 人手不足に対する対応策（製造業）

図表2-2-1. 人手不足に対する主な対応策（製造業）

 足元では③業務改善による生産性向上が多いが、足元と５年先との差をみると、①ＡＩやＩoＴ活用による生産
性向上で大きくなっており、将来的な期待を窺わせる結果となった。

（有効回答社数比、％）
（注）２つまでの複数回答
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④設備投資による省力化

⑤賃金の引き上げ
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⑧高齢者の再雇用や定年延長
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⑩外国人労働者の育成、採用

⑪海外でのアウトソーシング

⑫M&Aによる人材確保

⑬生産量など、事業規模の縮小

⑭人手は足りている

⑮その他

足元【472社】 ５年先【441社】

（有効回答社数比、％）



▲ 20 ▲ 10 0 10 20

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

30

５年先との差ではＡＩやＩoＴ活用や多様な働き方の推進も高まる

2-2-2. 人手不足に対する対応策（非製造業）

図表2-2-2. 人手不足に対する主な対応策（非製造業）

 水準としては足元、５年先のいずれでも③業務改善が多いが、足元と５年先との差では、①ＡＩやＩoＴの
活用が最も大きく、⑥多様な働き方の推進も５年先との差が大きくなっている。
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①AIやIoT活用による生産性向上
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④設備投資による省力化

⑤賃金の引き上げ

⑥在宅勤務等、多様な働き方の推進

⑦非正規社員の正社員登用

⑧高齢者の再雇用や定年延長

⑨女性社員比率の向上

⑩外国人労働者の育成、採用
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⑫M&Aによる人材確保

⑬生産量など、事業規模の縮小

⑭人手は足りている

⑮その他
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多くの企業が重要度が増していると認識

2-2-3. 人的投資、人材育成の取り組み

図表2-2-3-①.人的投資、人材育成の重要度

 製造業、非製造業を問わず、多くの企業が人的投資、人材育成の重要度が増していると認識しており、半
数の企業が人的投資、人材育成に対する支出も増やしていると回答した。

製
造
業

非
製
造
業

建
設

卸
売

小
売

運
輸

図表2-2-3-②.人的投資、人材育成に対する支出
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製造業では国際人材や研究開発人材、非製造業ではマーケティング等の専門人材が重要

2-2-4. 今後、育成が重要な人材

図表2-2-4-①. 今後、育成が重要な人材

 製造業では①国際人材や②研究開発などの高度人材の育成が重要との回答が多く、非製造業では⑤マーケ
ティングや営業の専門人材との回答が多い。

（注）２つまでの複数回答

（有効回答社数比、％）
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図表2-2-4-②. 人材育成の具体的な取り組み

製
造
業

• 若手社員の発展途上国への短期派遣
（素材メーカー等）
※留学制度や海外研修の充実については多数
の類似回答あり

• 女性スキルアップ研修（中堅社員）や階層別
研修の追加（建設）

非
製
造
業

• 発展途上国で教育機関を設立（運輸）
• グループ間の人事交流（運輸）
• ジョブポスティング制度などによるグループ
内の人材の流動化（サービス）

• 若手社員に対する３年間の集中的なOJT研修
（建設）

• 技術者向け研修施設の設立（建設）
• 国家資格、技術資格の取得奨励（運輸）
• 大卒以上の総合職新卒入社社員全員を海外に
派遣（資源関連）

0 20 40 60 80 100

外部講習の会社負担分

社員の資格取得等の補助

集合研修の講師料等

採用に関する諸経費

製造業【395社】 非製造業【573社】
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人的投資の把握は限定的

2-2-5. 人的投資、人材育成として管理、把握する費目

図表2-2-5-①.人的投資や人材育成のための費用と
して管理、把握する費目（回答が多かった項目）

 人的投資や人材育成のための費用として管理、把握するものとしては、⑴～⑶の研修関係の費用や⑷採用
関係の費用との回答が多かった。一人当たりの金額としては、②１万円以上10万円未満の企業が多いが、
金額水準は、企業によるばらつきが比較的大きな結果となった。

（注）該当する項目を全て選択

（構成比、％）

⑴外部講習の会社
負担分

⑵社員の資格取得等
の補助

⑶集合研修講師料等

⑷採用関係諸経費

図表2-2-5-②. 人的投資、人材育成の一人当たりの金額
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１万円≦x＜10万円

10万円≦x＜50万円

50万円≦x＜100万円

100万円≦x

製造業【140社】 非製造業【276社】

①１万円未満

②１万円以上10万円未満

③10万円以上50万円未満

④50万円以上100万円未満

⑤100万円以上

（構成比、％）



2-3. 研究開発の取り組み
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 2013～15年にかけて３年連続で前年比４％前後で増加したこともあり、2016年度は0.1％減とほぼ横ばい。

 2017年度の研究開発費（連結ベース）は全産業で6.0％増、製造業5.9％増と再び増加に転じる計画。

 輸送用機械は運転支援・自動運転など将来に向けた先端技術開発、電気機械でも自動運転の研究のほか、
IoT・Deep Learning･ロボティクス・ARなどの研究により、それぞれ増加する。

図表2-3-1-①. 研究開発費（連結ベース）

2-3-1. 研究開発費

（注）本調査における研究開発費とは、研究開発に関わる人件費、原材料費、
減価償却費、間接費の配賦額などすべての費用

2016年度(実績)
前年比増減率

（15-16共通 698社）

2017年度(計画)
前年比増減率

（16-17共通 792社）

2016年度実績
の構成比

全産業 ▲ 0.1 6.0 100.0

製造業 ▲ 0.2 5.9 98.6

輸送用機械 ▲ 0.1 7.2 43.7

一般機械 ▲ 2.3 7.8 6.8

電気機械 ▲ 2.6 4.0 26.8

化学 3.3 2.9 13.1

非製造業 3.5 11.9 1.4

輸送用機械等が牽引し増勢に転じる計画
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図表2-3-1-②. 研究開発費の対売上高比の傾向

（製造業）

（構成比、％）
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成果の認識は、研究段階によって異なる

2-3-2. 研究開発の成果

図表2-3-2. 研究開発の成果（製造業）

 製品化から遠い基礎研究では２割以上が③あまり成果が上がっていない、または④全く成果が上がってい
ないと回答したほか、４割で⑤よく分からないとの回答。一方、製品化に近い開発研究では６割以上の企
業が①十分な成果が上がっている、または②一応の成果が上がっていると回答した。

（構成比、％）

①十分な成果が
上がっている

②一応の成果が
上がっている

③あまり成果が
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現場での研究開発を重視する傾向が強い

2-3-3. 研究開発上、重要な組織や取り組み

 研究開発全般で、④産学連携や⑤オープンイノベーションよりも、自社リソースを重視するとの回答が多
くなった。なかでも②工場内研究所や③国内生産現場との回答が①中央研究所を上回っており、現場での
研究開発を重視する企業が多く、こうした傾向は製品開発に近い開発研究でより顕著である。

研究開発全般 基礎研究 応用研究 開発研究

図表2-3-3. 製造業 研究開発活動上重要な取り組みや組織
（有効回答社数比、％）
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（注）２つまでの複数回答
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基礎研究では全体的なマネジメント、開発研究では製品化、事業化の遅れが課題

2-3-4. 研究開発活動の課題

図表2-3-4. 研究開発活動の課題

 基礎研究では①全社的な研究開発活動のマネジメントが最も課題として認識されている一方、開発研究で
は④研究成果の製品化、事業化の遅れなどが課題として浮かび上がる。

① 全社的な研究開発活動のマネジメント

② 開発力、技術力が劣る分野の存在

③ 研究開発テーマのアイデア不足

④ 研究成果の製品化、事業化の遅れ

⑤ 市場ニーズの把握不足

⑥ 研究開発部門と現場との連携

⑦ 大学・研究機関との連携

⑧ 顧客や仕入業者等との連携

⑨ 他社、ベンチャーとの連携

⑩ 基準化、標準化への取り組み

⑪ 研究開発費が不十分

⑫ 自前主義の行き過ぎ

⑬ その他

（注）２つまでの複数回答
0 20 40 60 0 20 40 60 0 20 40 60 0 20 40 60

（有効回答社数比、％）

(1)研究開発全般
【330社】

(2)基礎研究
【285社】

(3)応用研究
【307社】

(4)開発研究
【341社】
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半数の企業でＣＴＯ以外が研究開発費に影響

2-3-5. 研究開発費配分の実質的な決定者

図表2-3-5-①. 研究開発費の配分

（製造業）

 ８割以上の企業が研究開発費の配分は変わっていないと回答。研究開発活動の実質的な決定者について、
半数の企業が①役員級ＣＴＯと回答しているが、②中央研究所長等や③生産や製造部門が主導している企
業も相応にみられた。
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（注）基礎、応用、開発の研究開発費
の配分の変更について質問

図表2-3-5-②. 研究開発配分の実質的な決定者（製造業）

（注)テーマ選定や資金配分の見直し等に関する実質的な決定者を質問

（構成比、％）
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非製造業合計

①うち建設

②うち卸売･小売

③うち不動産

④うち運輸

⑤うち通信･情報
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４割の企業が新製品や新サービスの研究開発に取り組み

2-3-6. 非製造業の研究開発的取り組み

図表2-3-6. 新サービスや新製品など、何らかの研究開発活動を行っている企業の割合と取り組み方針

 非製造業では「研究開発費」という形で研究開発活動を把握していない場合も含めて、４割を超える企業
が何らかの形で新サービスや新製品などの研究開発活動を行っていると回答。行っている企業では７割弱
で、今後の取り組みを大幅に強化またはやや強化する方針と回答した。
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（１）取り組んでいる企業の割合 （２）取り組んでいる場合の今後の取り組み方針

（注）【 】内は当該設問の総回答社数
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2-4.海外設備投資と海外での事業活動

42

2-4-1. 海外設備投資動向（全体像）

図表2-4-1. 海外における設備投資動向（連結ベース）

 2016年度の海外設備投資（連結ベース）は、自動車の新興国向け投資の減少や鉱業の大型プロジェクト終
了などにより、製造業、非製造業ともに減少となった。

 2017年度は、製造業、非製造業ともに増加に転じ、全体では前年比14.3％増の計画。

（前年比、％）
2016年度（実績）
(15-16共通720社)

2017年度（計画）
(16-17共通848社)

全産業 ▲ 14.9 14.3

製造業 ▲ 9.1 15.1

化 学 8.1 14.6

一般機械 ▲ 14.1 26.4

電気機械 ▲ 22.7 45.7

輸送用機械 ▲ 9.9 8.4

非製造業 ▲ 28.6 11.6

鉱 業 ▲ 40.8 15.0
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2-4-2.  海外設備投資動向（時系列推移）
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 海外設備投資を企業の想定為替レートを用いて米ドルベースに換算して伸び率を試算すると、2016年度(実
績)は、製造業が＋1.8％、非製造業が▲17.7％となる。

 企業の想定為替レートは昨年度平均(実績)の108.3円/㌦とほぼ同水準の110円/㌦前後を見込んでおり、
2017年度(計画)は円ベース、ドルベースのいずれでみても増加に転じる。

図表2-4-2. 海外設備投資の推移

【製造業】 【非製造業】計画 計画

（注）点線はドル／円レートの伸び率で米ドルベースを試算
2017年度は当行調査の想定為替レート（製造業：109.1円/㌦、非製造業：110.5円/㌦）で試算
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45

 2017年度の海外設備投資比率(連結)は、製造業で37.1％の計画。国内投資、海外投資が同程度の伸び率と
なることから、製造業の海外設備投資比率（連結）はほぼ横ばいとなる見込みである。

 業種別にみても、電気機械を除く主要業種で海外設備投資比率（連結）はほぼ横ばいとなる見込み。

図表2-4-3-①. 海外設備投資比率の推移
＜海外設備投資／（海外＋国内投資）＞

海外設備投資比率は、足元でほぼ横ばい

図表2-4-3-②. 業種別海外設備投資比率（連結）

（注）点線：連結海外投資÷（単体国内投資＋連結海外投資）

実線：連結海外投資÷（連結国内投資＋連結海外投資）

＊国内連結設備投資は、2010年度より調査開始

(％)
計画

（計画）

（年度）
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2-4-4. 中期的な国内外の供給能力見通し（製造業）
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図表2-4-4. 中長期的な国内・海外の供給能力（製造業）

 製造業の向こう３年程度の中期的な国内外の供給能力では、海外を強化すると回答した企業の比率が低下
傾向にあるものの、約６割となっており、10年先でみても傾向は変わらない。

 一方、国内では約６割の企業が供給能力を維持すると回答。また10年先では15％の企業が国内は縮小する
と回答した。

海外は６割の企業が強化、国内は６割の企業が維持
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図表2-4-5. 中長期的な国内・海外の供給能力（自動車）
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現地や近隣国での需要増加が主要因

 海外で生産能力を強化する理由としては、①現地や近隣国での需要増加が最も多い。

 (1)向こう３年程度と比べて(2)向こう10年程度では、②現地工場での技術力や生産性向上の比率が上昇す
る一方、③労働力確保の容易性や④人件費の安さとの回答はいずれも少数にとどまった。
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2-4-6. 海外での生産能力を強化する理由（製造業）

図表2-4-6. 海外での生産能力を強化する理由（製造業）
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半数の企業が国内マザー工場を有すると回答

2-4-7. 国内工場の位置づけとしてのマザー工場（製造業）

 製造業で約半数、輸送用機械では８割を超える企業が国内マザー工場を有すると回答。

 強化していくべき機能としては、①や②の海外工場の支援よりも④生産・製造技術の開発や⑤新製品開発・初
期量産化が高くなっている。

図表2-4-7-①. 国内にマザー工場を有する企業 （製造業）（構成比、％）

（有効回答社数比、％）図表2-4-7-②. 国内マザー工場で強化していくべき機能 （製造業）

（注）３つまでの複数回答
【 】内はそれぞれの問の
回答社数
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海外事業を行っている企業は、活動を一層強化

2-4-8. 非製造業の海外事業

図表2-4-8-②. 海外事業を強化する理由（非製造業全体）

 全体では海外事業を行っている企業は４割程度だが、行っている企業では一層強化するとの回答が多い。
業種別では建設業で海外事業を一層強化との回答が多くなっている。

 海外事業を強化する理由としては、①国内市場の縮小や②新興国の経済発展を背景に、③既存事業を横展
開する事例が多くなっている。

図表2-4-8-①. 今後の海外事業の取り組み方針

（構成比、％）
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2-5. Ｍ＆Ａの取り組み
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2-5-1. Ｍ＆Ａの取り組み状況

 製造業では国内外で、非製造業では国内で１割前後の企業が買収を行ったと回答。一方、売却については
買収の半数以下にとどまった。

 Ｍ＆Ａに対するスタンスでは、製造業が国内、海外ともに35％程度、非製造業では国内が30％程度、海外
で15％程度の企業が買収に比較的積極的と回答した。

製造業では国内外で、非製造業は国内で買収を実施
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2-5-2. Ｍ＆Ａの取り組み状況

 中期経営計画等でＭ＆Ａの目標金額を設定し、公表している企業は全体の１割弱となっている。

 買収を実施する目的としては、①既存事業の規模やシェア拡大、④事業分野の拡大のほか、製造業では②
相手先技術の取り込みなどの回答も多かった。また回答社数は少ないものの、⑦人材の獲得との回答もみ
られた。

既存事業の規模やシェア拡大、事業分野の拡大が多い
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図表2-5-2-①. 中期計画等でＭ＆Ａの目標金額を

設定している企業の割合

図表2-5-2-②. 他社買収を実施する目的
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（注）２つまでの複数回答。買収の実績がない企業の回答も含む。



製造業 非製造業

2-5-3. Ｍ＆Ａの案件ソーシング、損失計上経験

 案件のソーシング先としては③金融機関からの紹介が最も多く、①相手先企業からの持ち込みや②取引先
からの紹介も多かった。

 過去のＭ＆Ａに伴い何らかの損失計上の経験があると回答した企業が相応にみられ、製造業、非製造業と
もに国内買収よりも海外買収の案件で事後的に損失計上したとの回答がやや多かった。

過去には一定数の企業が損失計上を経験
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図表2-5-3-①. Ｍ＆Ａを実施する場合の案件ソーシング先
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（注）２つまでの複数回答。買収の実績がない企業の回答も含む

図表2-5-3-②. 過去のＭ＆Ａに伴う損失計上経験がある企業
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2-6.情報化投資
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2-6-1. 情報化投資の動向

 2016年度は、製造業では、輸送用機械の全社ＩＴシステム整備の投資や生産性向上の投資などが牽引。非
製造業では、運輸の業務管理・支援システムへの投資などがみられた。

 2017年度は、製造業では輸送用機械でのシステム刷新、非製造業では卸売・小売の店舗運営システムへの
投資などが牽引役となる。

情報化投資は高い伸び

業 種
2016年度

実績（943社）
2017年度

計画（1,128社）

全 産 業 7.0 27.6

製 造 業 11.5 34.7

うち一般機械 9.3 46.1

うち電気機械 4.6 43.9

うち輸送用機械 22.3 10.3

非 製 造 業 3.9 20.2

うち卸売･小売 6.7 26.4

うち運輸 31.8 31.0

うち電力・ガス ▲ 0.1 12.0

図表2-6-1-①. 情報化投資計画 (前年比、％)

(注) 経費処理によるものを含む

図表2-6-1-②. 近年の情報化投資の動向
（有形固定資産投資との比較）
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2-6-2. 情報化投資の増加要因、ＩｏＴ等への対応
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 ＩｏＴ、ビックデータを⑷活用している、⑶活用を検討している企業が約４割となり、前年度の調査から
やや上昇した。

 活用に当たっての懸念事項としては、①セキュリティ対策の他、⑤社内での理解不足、②技術者の確保、
④投資負担などの回答も多かった。

ＩｏＴ、ビックデータの対応はやや上昇

図表2-6-2-②. ビックデータやＡＩ、ＩｏＴの活用に

当たっての懸念事項（有効回答社数比、％）

図表2-6-2-①. ＩｏＴ、ビッグデータへの対応

（構成比、％）
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３.成長力・競争力強化に向けた
取り組みほか
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3-1.成長力・競争力強化に向けた取り組み
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3-1-1. 成長市場開拓の取り組み①

60

 成長市場開拓に取り組む企業の割合は４割前後と、ほぼ前年並みとなっている。

 取り組み事例としては、製造業では引き続き医療分野や自動車関連、非製造業では福祉や介護のほか、統
合リゾート事業といった事例もみられた。

図表3-1-1-①. 中期的な成長市場開拓の取り組み

４割前後の企業で取り組み

（構成比、％）

本業優先で、
取り組む
予定はない

今後取り組
む予定

取り組んで
いる

図表3-1-1-②. 国内成長市場開拓の取り組み具体事例

業種 取り組み事例

製
造
業

化学
医療関連、ライフサイエンス、地域包括ヘル
スケア、半導体関連素材、自動車関連

一般機械
ロボット、水処理関連、金属３Ｄプリンタ、
医療用センサー、医療関連、IoT関連

電気機械
ライフサイエンス、ワイヤレス給電、自動車
部品、有機ＥＬ

輸送用機械
次世代自動車向け製品、車載セキュリティソ
フトウェアの開発・販売、医療分野

非
製
造
業

運輸
不動産事業、小売事業、統合リゾート事業、
高齢者事業、養殖事業

卸売・小売
健康関連、再生エネルギー、電力小売、金融
事業

建設／不動産
野菜工場、ホテル事業、介護事業、医療事業、
防災事業、太陽光発電

（注）成長市場開拓＝現在の中核事業以外の新たな事業やサービスの展開

（注）対象企業は、大手企業のグループ子会社や特
定のプロジェクトのために設立された３セク
企業等も含む。
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 製造業、非製造業ともに、①中長期的に新たな収益の柱とするためが最も多く全体的な傾向はあまり変わら
ない。各項目のウェイトでは製造業で①中長期的に新たな収益の柱とするためが８割近くに達する一方、非
製造業では６割強となっている。対して⑥既存事業とのシナジーが見込まれるためは、非製造業が４割に対
して、製造業では約３割となっている。

図表3-1-2. 市場開拓や新規事業に取り組む理由

中長期的な収益の柱とするための取り組み

3-1-2. 成長市場開拓の取り組み②

（注）２つまでの複数回答
（有効回答社数比、％）

①中長期的に新たな収益の柱とするため

②事業多角化の一環

③株主・投資家の成長期待に対応

④他社に遅れをとらないため

⑤既存事業の収益力が低下傾向にあるため

⑥既存事業とのシナジーが見込まれるため

⑦今後の高い成長が見込まれるため

⑧社員の雇用機会を確保するため

⑨その他
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2016年度【272社】

2017年度【280社】
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2016年度【314社】

2017年度【371社】

（有効回答社数比、％）

(1)製造業 (2)非製造業



3-1-3. 非製造業の成長戦略
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 非製造業では、国内の人口減や高齢化などにより、将来の需要の縮小が見込まれる業界も多いが、成長に
向けて重視する取り組みとしては、国内での新事業展開と回答した企業が多かった。

 業種別では、建設や卸売・小売では海外展開を重視する回答が相対的に多かった。卸売・小売ではそのほ
か、国内他地域への展開などの回答もみられた。

図表3-1-3. 非製造業企業が成長に向けて重視する取り組み

国内での新事業展開を中心に据える企業が多い

（構成比、％）

海外展開の
強化、加速

国内他地域
への展開

国内での
新事業の展開

同業他社との
合従連衡の促進

自社市場や需要
成長継続を予想

その他
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3-2. 主要非製造業の課題と設備投資
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3-2-1. 小売事業の動向
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 近年の売上傾向としては減収傾向との企業がやや多くなっている。背景として④同業者との競合激化が最
も多いが、②消費者の節約志向や③ニーズの変化を要因と挙げる企業もみられた。

 こうしたなかで課題としては、⑺商品、ブランド強化、⑵店舗の改装や建替、⑻粗利改善、仕入強化と
いった点を課題として挙げる企業が多かった。

減収傾向のなかで、課題に取り組み

（構成比、％）
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図表3-2-1-①. 近年の売上傾向
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【93社】

図表3-2-1-②. 減収傾向の場合の要因

（有効回答社数比、％）
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競
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⑦
そ
の
他

（注）２つまでの複数回答

図表3-2-1-③. 小売事業の課題

（注）子会社が小売事業を営む場合や主業ではない場合も含む

（有効回答社数比、％）
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⑵
店
舗
の
改
装
、
建
替

⑶
新
規
出
店
の
強
化

⑷
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⑸
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事
業
の
強
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海
外
事
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強
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⑺
商
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、
ブ
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ド
強
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粗
利
改
善
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仕
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強
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⑼
そ
の
他

（注）２つまでの複数回答
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【208社】

3-2-2. 旅客事業の動向
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 鉄道やバスなどの旅客事業者では④安全対策が最も多く、次いで①利用客数減少への対応との回答が地方
の鉄道、バス事業者など中心にみられた。また②設備老朽化への対応との回答については、大都市圏の大
手事業者でもみられ、こうした課題が設備投資の増加要因となるとの回答が多かった。

安全対策が最大の課題

（有効回答社数比、％）

（注）子会社が旅客事業を営む場合や主業ではない場合も含む

図表3-2-2-①. 旅客事業の経営課題
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（注）２つまでの複数回答
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①利用客数の減少への対応

②設備老朽化への対応

③耐震等、防災対策

④安全対策

⑤運転手などの人材確保

⑥その他

図表3-2-2-②. 経営課題の設備投資への影響

（構成比、％）
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3-2-3. 物流事業の動向
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 物流を主業として行っている事業者を中心に、荷物取扱高は増加傾向にあるとの回答が多かった。対応策
としては①物流施設の増強が最も多かったほか、②ドライバー等の人員を増強も多く、取扱可能量を増や
す対応が多かった。その他では、⑤モーダルシフトの推進や④共同輸送の推進等、業務の改善による対応
を進める企業も相応にみられた。

取扱高の増加に対して、物流施設増強等で対応

（注）子会社が物流事業を営む場合や主業ではない場合も含む

図表3-2-3-①. 荷物取扱高の傾向
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①物流施設の増強

②ドライバー等の人員を増強

③顧客選別や取扱量の抑制

④同業との共同輸送の推進等

⑤モーダルシフトの推進

⑥旅客業者等、異業種との連携

⑦料金の引き上げ

⑧特に対応策は講じず

⑨その他

横
ば
い

（有効回答社数比、％）（注）２つまでの複数回答

図表3-2-3-②. 荷物取扱高の増加に対する対応策

3-2-4. ホテル・旅館事業の動向
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 宿泊客数の傾向としては増加しているとの回答が多く、なかでも外国人客が増加している。こうしたなか
で３分の２の企業が施設の新設や大規模改装等を計画している。

 経営上の課題としては⑥施設の老朽化、①人手確保、⑦競争激化が多かった。

外国人客を中心に宿泊客は増加傾向

（注）子会社がホテル・旅館事業を営む場合や主業では
ない場合も含む

図表3-2-4-①. 宿泊客の傾向
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図表3-2-4-②. ホテル・旅館の新設、大規模改装計画の有無
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図表3-2-4-③. 経営上の課題
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足元 2020年以降
の見通し

3-2-5. 建設事業の動向

68

 案件受注残高の状況としては、足元では半数の企業が過去10年の平均と比較して高水準と回答したが、
2020年以降の見通しでは、高水準との回答が大幅に低下し、低水準との回答が増加している。

 経営上の課題としては、①人手確保を挙げる企業が８割となったほか、⑤将来の需要減少に対する対応を
挙げる企業も多かった。

2020年以降の案件受注にやや懸念

（注）子会社が建設事業を営む場合や主業ではない場合も含む

図表3-2-5-①. 案件受注残高の状況

（過去10年の平均との比較）
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図表3-2-5-②. 経営上の課題
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3-3. 事業継続マネジメントの取り組み
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3-3-1. 事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取り組み
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 ①８割の企業が事業継続計画（ＢＣＰ）を策定済みと回答。また、②７割の企業が東日本大震災で顕在化した
課題を踏まえて、ＢＣＰの見直しや新たな策定を行っている。こうした対策の一環として、③国内で設備投資
を実施した企業が４割前後にのぼり、④年１回以上の全社的な訓練についても８割の企業が実施しているなど、
震災を機に事業継続マネジメントのレベルが改善した様子が窺える。

 一方で、ＢＣＭの対外的な情報開示を実施しているのは２割にとどまり、企業がＢＣＭに関する情報開示に慎
重な姿勢も明らかとなった。また、非財務的な強みであるこうした取り組みが機関投資家等に十分に伝わっ
ていない懸念がある。

８割の企業が事業継続計画を策定。一方、情報開示は２割にとどまる

（有効回答社数比、％）
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図表3-3-1. ＢＣＭの取り組み状況

①事業継続計画（ＢＣＰ)を策定
している

②東日本大震災を受けて、ＢＣＰ
を見直したり、新たに策定

③事業継続や供給責任の観点
から、国内で設備投資を実施

④危機発生時に備えた全社的な
訓練を年１回以上実施

⑤機関投資家などに向けて、
防災対策やＢＣＭを情報開示

（注）該当する項目を全て選択
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 半数以上の企業が、災害発生に備えた外部組織との有事協力協定は締結していないと回答した。①非製造
業を中心に政府や自治体との災害応援協定を締結している企業は相応にみられたものの、③競合他社や④
業界内相互応援協定は少数に留まり、「共助」の難しさが確認された。

災害発生に備えた有事協定を締結している企業は半数以下

図表3-3-2-①. 有事協定の締結状況
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（有効回答社数比、％）（注）該当する項目を全て選択

図表3-3-2-②. ＢＣＭの課題例

3-3-2. 有事協定の締結状況とＢＣＭの課題

製造業 非製造業
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• 実効的な訓練の実施とBCPの
見直し

• 継続的な改善と定着
• 災害備蓄品の整備、社員安
否確認システムの導入

• BCP範囲の判断が困難
• BCP策定が各部門任せになっ
ている

• 事業の多様化に対し、BCP
のメンテナンスがおいつい
てない

• 災害復旧時における事業優
先度

• 協定先を交えての訓練
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• 近隣自然災害への対処
• 工場前道路の復旧
• 想定するシナリオが膨大

• エネルギーの安定供給
• 危機発生時の通信連絡手段
の確保
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（参考1-1）2016・2017・2018年度 設備投資動向

参考1-1. 2016・2017・2018年度 国内設備投資動向

2016年度(実績）
(共通会社1,907社)

2017年度（計画）
(共通会社2,033社)

2018年度（計画)
(共通会社851社)

2015年度
実 績

2016年度
実 績

増減率
2016年度
実 績

2017年度
計 画

増減率
2017年度
計 画

2018年度
計 画

増減率

全 産 業 177,690 180,531 1.6 160,372 178,390 11.2 37,998 34,604 ▲ 8.9

(除電力） 151,487 156,028 3.0 155,037 172,009 10.9 36,992 33,067 ▲ 10.6

製 造 業 55,719 58,349 4.7 59,833 68,325 14.2 14,960 13,537 ▲ 9.5

非製造業 121,972 122,182 0.2 100,539 110,065 9.5 23,038 21,067 ▲ 8.6

(除電力） 95,768 97,679 2.0 95,204 103,684 8.9 22,033 19,530 ▲ 11.4

（億円、％）
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（参考1-2）2016年度実績（スカイライングラフ）
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（
前
年
比
、
％
）

（注）数字は2016年度対前年度増減率。（ ）内の数字は、製造業、非製造業全体に対する寄与度。

化学
7.5（1.1）

鉄鋼
22.7（2.2）

一般機械
▲0.6（▲0.1）

電気機械
▲9.1（▲1.1）

輸送用機械
4.8（1.2）

その他
1.4（0.2）

建設
39.8（1.2）

卸売・小売
1.1（0.1）

運輸
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製造業平均
4.7％

非製造業平均
0.2％

不動産
▲0.5（▲0.1）

参考1-2. 主要業種による業種別増減率・構成比のスカイライングラフ（2016年度実績）

紙・パルプ
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（参考2）設備投資実績と前年計画・当年計画の対比
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 これまでの経験上、設備投資計画の実績段階での前年比増減率は、前年計画に対する当年計画の増減率と
比較的近い値を取ることが多く、来年度の実績を予測する上で参考になる。

 2017年度計画および2016年度計画の双方を回答した企業について集計したところ、製造業、非製造業とも
に計画額は前年比２％前後となった。

参考2-1. 設備投資実績と前年計画・当年計画の対比

（前年比、％） （前年比、％） （前年比、％）

（１）全産業 （２）製造業 （３）非製造業

当年計画額÷前年計画額

当年実績額÷前年実績額
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（参考3）地域別設備投資の動向（2017年度計画）

 2017年度の地域別設備投資計画（地域別回答企業数：5,271社（注））は、不動産、運輸、化学、一般機械
などを中心に、北海道を除くすべての地域で増加し、全国計で11.0％増と６年連続の増加となる。

 2016年度は、北陸、九州、関西、中国では減少したが、その他の６地域で増加し、全国計では2.2％増と５
年連続の増加となった。

（ ）内は2016/2015の増減率

（％）

参考3-1. 2017/2016年度地域別増減率（％） 参考3-2. 2017年度地域別･業種別増減率

（注）地域別設備投資は、大企業に加え、中堅企業（資本金1億円以上10億円未満）も対象
（調査対象企業：10,263社、地域別回答社数：5,271社）
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首都圏　12.0 (4.0)
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四国　17.3 (0.8)
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（参考4）海外設備投資の動向

参考4-1. 地域別増減率・構成比のスカイライングラフ（2016年度実績）（％）

参考4-2. 地域別増減率・構成比のスカイライングラフ（2017年度計画）（％）

全産業平均
14.3％

北米
19.7（5.0）

その他の地域
▲34.4（▲8.3）

中国
27.2
（2.1）

その他の地域
18.4（3.6）

（前年比、％）

（構成比、％）

（注） 数字は2016年度実績対2017年度計画の増減率。（ ）内の数字は、全体に対する寄与度。

（注）数字は2015年度実績対2016年度実績の増減率。（ ）内の数字は、全体に対する寄与度。

（構成比、％）

（前年比、％）

欧州
▲14.7（▲2.0）

中国
▲22.5（▲1.7）

その他アジア
▲26.8（▲7.9）

北米
0.3（0.1）

欧州
13.8（1.6） その他アジア

24.4（6.9）

全産業平均
▲14.9％
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